
平成２９年度

下水道事業会計予算の概要



１．平成２９年度予算の作成方針

当市の下水道事業は、収入面では、経営の基本たる使用料収入が伸び悩む一

方、支出面では、維持管理経費の削減も思うように進まない状況にあります。

また、中長期的に見れば、当市も他市の例に違わず、今後数十年の間に急激

な人口減少に直面することは想像に難くなく、水洗化人口の縮小によって、使

用料収入が減少の一途を辿り、経営に大きな影響を与えることが予想されます。

こうした中、市民生活に不可欠な下水道サービスを安定的に提供していくた

めには、中長期的な視点から計画的な経営を行うことが必要です。

このため、当市では、本年度、下水道事業経営戦略を策定し、今後１２年間

の収支見通しを試算するとともに、経営健全化に向けた取組を掲げました。

平成２９年度は、経営戦略策定後はじめて取組む予算編成であり、これまで

通り、収入確保や支出削減に最大限努めることはもちろん、戦略に位置付けた

取組を着実に実施することが必要です。

平成２９年度予算については、こうした認識の下、次の考え方に基づき、原

案の作成にあたりました。

収入のうち、使用料については、過大過少な積算になることの無いよう、過

年度実績を基に、特殊事情などにも留意して予算額算定の作業にあたりました。

また、一般会計負担金及び補助金については、総務省が示す「地方公営企業繰

出金について」、いわゆる繰出基準に基づいて、基準額全額を適切に予算計上し

ました。

支出のうち維持管理経費については、施設稼働に支障が生じることの無いよ

う必要額を確保するのはもちろんですが、効率的な経営を行う観点から、ゼロ

ベースで経費を積み上げました。

投資事業に関しては、平成２２年度以降、雨水管渠の改築や新設を進めてき

ましたが、今後も下水道事業の健全性を堅持しつつ、着実に雨水管渠の整備を

進めるため、本年度、新たに雨水管渠整備計画を策定しました。平成２９年度

予算においては、この計画に基づき、事業実施に必要な予算を計上しました。

また、下水道の空白地帯となっていた中登別町の一部区域において、平成２

８年１２月１日より、個別排水処理施設事業を開始したことから、同地区居住

者を対象とした事業利用意向調査の結果を踏まえ、事業実施に必要となる浄化

槽整備費及び維持管理経費を予算計上しました。

なお、経営戦略に基づき、使用料改定の必要性を検証した結果、平成３０年

に引き上げざるを得ないものと判断しましたが、現時点では、運営審議会等で

の議論の途上にあるため、平成２９年度当初予算については、現行の使用料体

系を前提としたほか、改定に必要となる支出予算も見込んでおりません。これ

らについては、本年第２回定例会を目途に、補正予算措置を講じる予定です。



２．平成２９年度予算の概要

平成２９年度の予算総額は、（公共下水道事業、個別排水処理施設事業をあ

わせて）収益的収支（３条予算）は、収入が１８億１，５５０万円、支出が１

８億４６０万円、資本的収支（４条予算）は、収入が１０億８，９８０万円、

支出が１７億３５０万円となります。

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額６億１，３７０万円につい

ては、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、損益勘定留保資金で補てんい

たします。

３．収益的収入及び支出

１）収益的収入
【営業収益】

（１）使用料

下水道使用料は、総調定件数１１万２，２７０件と見込み、当初予算額を

６億１，６０２万９千円（対前年度３９５万９，０００円増／０．６５％増）

とします。

個別排水処理使用料は、既存設置基数６９基、年度中の新規設置基数１２

基、総設置基数８１基と見込み、当初予算額を３１１万２，０００円とします

（対前年度２１万４，０００円増／７．３８％増）。

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

616,029 612,070 3,959

3,112 2,898 214

区　　分

下水道使用料

個別排水処理使用料

（単位：千円）

収　入 支　出

1,815,500 1,804,600

公共下水道事業 1,801,980 1,790,720

個別排水処理施設事業 13,520 13,880

1,089,800 1,703,500

公共下水道事業 1,070,530 1,681,535

個別排水処理施設事業 19,270 21,965

収益的収支（３条予算）

資本的収支（４条予算）

区　　分



（２）処理料

し尿投入施設受入分の下水道処理量を１０，６５３㎥と見込み、当初予算額

を２，５８９万４，０００円（対前年度２４万２，０００円増／０．９４％

増）とします。

（３）他会計負担金

公共下水道事業の雨水処理に係る一般会計負担金として、雨水処理に係る人

件費分、維持管理経費分、資本費分を見込み、当初予算額を６，１４８万１，

０００円（対前年度２１７万３，０００円増／３．６６％増）とします。

（４）その他営業収益

下水道台帳図の閲覧手数料を見込み、当初予算額を１６万２，０００円と

します。

【営業外収益】

（１）他会計補助金

公共下水道事業分として、公共下水道事業債の償還利子、分流式下水道に

要する経費などに係る一般会計補助金を６億３，８６２万８，０００円、個

別排水処理施設事業分として、個別排水処理事業債の償還利子などに係る一

般会計補助金を９１０万２，０００円と見込み、計６億４，７７３万円（対

前年度６，０９７万８，０００円減／８．６０％減）とします。

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

25,894 25,652 242

区　　分

処理料

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

61,484 59,308 2,176

区　　分

他会計負担金
（雨水処理に係る一般会計負担金）

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

638,628 700,022 ▲ 61,394

9,102 8,686 416

区　　分

一般会計補助金（公共下水道事業）

一般会計補助金（個別排水処理施設事業）



（２）長期前受金戻入

減価償却費に対応する長期前受金戻入金として、公共下水道事業分を４億３，

４１４万６，０００円、個別排水処理施設事業分を１３０万５，０００円と

見込み、計４億３，５４５万１，０００円（対前年度４８４万７，０００円

減／１．１０％減）とします。

（３）その他営業外収益

し尿投入施設の維持管理に係る一般会計負担金を２，２２１万６，０００

円、し尿投入施設整備に係る公債費（利子分）に対する一般会計負担金を３４

１万７，０００円と見込み、計２，５６３万３，０００円（対前年度４万５，

０００円減／０．１８％減）とします。

（４）雑収益

雑収益は、当初予算額を３，０００円と見込みます。

【特別利益】

特別利益は、当初予算額を２，０００円とします。

２）収益的支出
【営業費用】

（１）管渠費

管渠費は、下水道管渠の維持管理に係る経費を見込み、当初予算額を５，

０２４万７，０００円（対前年度１９４万５，０００円減／３．７３％減）

とします。

（２）処理場費

処理場費は、若山浄化センターの維持管理に係る経費を見込み、当初予算

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

434,146 439,124 ▲ 4,978

1,305 1,174 131

区　　分

長期前受金戻入（公共下水道事業）

長期前受金戻入（個別排水処理施設事業）

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

22,216 22,145 71

3,417 3,533 ▲ 116

区　　分

し尿投入施設維持管理負担金

汚水処理施設共同整備事業費負担金



額を２億７，１０４万９，０００円（対前年度１，５３９万７，０００円減

／５．３８％減）とします。

（３）排水設備促進費

排水設備促進費は、水洗化促進に係る経費を見込み、当初予算額を３４万

２，０００円（対前年度１，０００円増／０．０２９％増）とします。

（４）し尿投入施設運転管理費

し尿投入施設運転管理費は、し尿投入施設の運転管理に係る経費を見込み、

当初予算額を７０７万２，０００円（対前年度６万５，０００円増／０．９

３％増）とします。

（５）個別排水施設運転管理費

個別排水施設運転管理費は、個別排水施設の運転管理に係る経費を見込み、

当初予算額を８０５万円（対前年度１０６万５，０００円増／１５．２５％

増）とします。

（６）総係費

総係費は、公共下水道の一般管理に係る経費を見込み、当初予算額を３，

０７２万６，０００円（対前年度７７０万４，０００円減／２０．０５減）

とします。

（７）職員給与費

職員給与費は、公共下水道事業及び個別排水処理施設事業の維持管理など

に従事する職員の給与費を見込み、当初予算額を６，２０１万２，０００円

（対前年度７２１万４，０００円減／１０．４２％減）とします。

（８）減価償却費

減価償却費は、公共下水道事業分を９億７，７７１万６，０００円、個別

排水処理施設事業分を３７２万４，０００円と見込み、計９億８，１４４万

円（対前年度１５４万３，０００円減／０．１６％減）とします。

（９）資産減耗費

資産減耗費は、当初予算額を３，４６８万９，０００円（対前年度４５４

万４千円減／１１．５８％減）とします。

（１０）その他営業費用

その他営業費用は、当初予算額を２，０００円とします。



【営業外費用】

（１）支払利息

支払利息は、公共下水道事業分を３億４，３８８万６，０００円、個別排

水処理施設事業分を１５９万９，０００円と見込み、計３億４，５４８万５，

０００円（対前年度２，３５９万４，０００円減／６．３９％減）とします。

（２）消費税及び地方消費税

消費税及び地方消費税は、当初予算額を１，１５８万９，０００円（対前

年度９２０万１，０００円減／４４．２６％減）とします。

（３）雑支出

雑支出は、当初予算額を３８万７，０００円とします。

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

50,247 52,192 ▲ 1,945

271,049 286,446 ▲ 15,397

342 341 1

7,072 7,007 65

8,050 6,985 1,065

30,726 38,430 ▲ 7,704

62,012 69,226 ▲ 7,214

985,766 982,983 2,783

公共下水道事業分 977,716 979,539 ▲ 1,823

個別排水処理施設事業分 8,050 3,444 4,606

34,689 39,233 ▲ 4,544

2 2 0その他営業費用

資産減耗費

区　　分

総係費

職員給与費

管渠費

処理場費

し尿投入施設運転管理費

排水設備促進費

個別排水処理管理費

減価償却費



【特別損失】

特別損失は、当初予算額を１万円とします。

【予備費】

予備費は、当初予算額を１５０万円とします。

４．資本的収入及び支出

１）資本的収入
（１）企業債

企業債は、公共下水道事業分として、下水道事業債（補助事業分）を１億

５，３５０万円、下水道事業債（単独事業分）を１億３，５５０万円、資本費

平準化債を３億７，３１０万円、特別措置分を９，１００万円、個別排水処理

施設事業分として、個別排水処理事業債を１，５８０万円と見込み、計７億６，

８９０万円（対前年度６，０２０万円減／７．２６％減）とします。

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

753,100 820,400 ▲ 67,300

下水道事業債（補助事業分） 153,500 201,800 ▲ 48,300

下水道事業債（単独事業分） 135,500 147,000 ▲ 11,500

資本費平準化債 373,100 376,600 ▲ 3,500

特別措置分 91,000 95,000 ▲ 4,000

15,800 8,700 7,100

区　　分

企業債（公共下水道事業分）

企業債（個別排水処理施設事業分）

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

345,485 369,079 ▲ 23,594

公共下水道事業分 343,886 367,403 ▲ 23,517

個別排水処理施設事業分 1,599 1,676 ▲ 77

11,589 20,790 ▲ 9,201

387 476 ▲ 89

支払利息

雑支出

区　　分

消費税及び地方消費税



（２）負担金及び分担金

負担金及び分担金は、下水道事業受益者負担金を２１１万８，０００円、

下水道事業受益者分担金を２７万５，０００円、し尿投入施設整備に係る公債

費（元金分）に対する一般会計負担金を６１５万４，０００円、個別排水処理

施設受益者分担金を３０万４，０００円と見込み、計８８５万１，０００円（対

前年度５０５万９，０００円減／３６．３７％減）とします。

（３）補助金

補助金は、公共下水道事業分として、管渠建設費及び処理場建設費に対す

る国庫補助金を１億５，４１５万８，０００円、公共水道事業債の償還元金に

対する一般会計補助金を１億５，４７２万５，０００円、個別排水処理施設事

業分として、個別排水処理事業債の償還元金などに対する一般会計補助金を３

１６万６，０００円と見込み、計３億１，２０４万９，０００円（対前年度４，

３５４万１，０００円減／１２．２４％減）とします。

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

154,158 202,700 ▲ 48,542

管渠建設費分 85,500 91,800 ▲ 6,300

処理場建設費分 68,658 110,900 ▲ 42,242

157,891 152,890 5,001

公共下水道事業分 154,725 150,486 4,239

個別排水処理施設事業分 3,166 2,404 762

区　　分

国庫補助金

一般会計補助金

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

2,118 7,249 ▲ 5,131

275 267 8

6,154 6,024 130

304 370 ▲ 66

区　　分

下水道事業受益者負担金

下水道事業受益者分担金

汚水処理施設整備事業費負担金

個別排水処理施設受益者分担金



２）資本的支出
【建設改良費】

（１）管渠建設費

雨水分については、平成２８年度に引き続き、若山町地区の浸水対策とし

て若山町地区雨水管渠新設工事を、常盤町地区の浸水対策として来馬川３号

幹線雨水管渠新設工事などを実施します。また、汚水分については、既設管

のたるみが著しい常盤町地区汚水管渠改築更新工事などを実施することとし、

事業実施に係る事務費などと合わせ、当初予算額を３億２，９３０万２，０

００円（対前年度２，７２８万３，０００円減／７．６５％減）とします。

（２）処理場建設費

若山浄化センターは、供用開始後２７年が経過し、主要設備機器の老朽化

が進んでいることから、下水道機能の停止を未然に防止するとともに、ライ

フサイクルコストの最小化を図るため、登別市下水道長寿命化計画に基づく

曝気装置の更新工事などを実施することとし、事業実施に係る事務費などと

合わせ、当初予算額を１億４，１３４万９，０００円（対前年度７，７４８

万８，０００円減／３５．４１減）とします。

（３）個別排水処理整備費

平成２８年１２月１日より、中登別町の一部区域で個別排水処理施設事業

を開始し、これに併せて、同地区居住者を対象に、事業利用意向調査を実施

しました。この結果を踏まえて、平成２９年度は、同地区の個別排水処理施

設の整備基数を７基と見込み、その他地区分と合わせて１２基分を予算計上

することとし、当初予算額を１，８３０万円（対前年度７７０万円増／７２．

６４％増）とします。

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

329,302 356,585 ▲ 27,283

141,349 218,837 ▲ 77,488

18,300 10,600 7,700

区　　分

管渠建設費

処理場建設費

個別排水処理整備費



参考）工事請負費の内訳（収益的支出、資本的支出合計）
（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

305,153 326,178 ▲ 21,025

管渠費 11,053 10,171 882

処理場費 0 4,364 ▲ 4,364

管渠建設費 237,800 257,043 ▲ 19,243

処理場建設費 38,000 44,000 ▲ 6,000

個別排水処理整備費 18,300 10,600 7,700

区　　分

工事請負費



【企業債償還金】

企業債償還金については、公共下水道事業分を１２億９８８万４，０００

円、個別排水処理施設事業分を３１６万５，０００円と見込み、計１２億１，

３０４万９，０００円（対前年度１，７１７万１，０００円増／１．４４％

増）とします。

【予備費】

予備費は、当初予算額を１５０万円とします。

（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

1,213,049 1,195,878 17,171

公共下水道事業分 1,209,884 1,193,046 16,838

個別排水処理施設事業分 3,165 2,832 333

区　　分

企業債償還金

参考）公債費の状況
（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

1,213,049 1,195,878 17,171

公共下水道事業分 1,209,884 1,193,046 16,838

個別排水処理施設事業分 3,165 2,832 333

345,485 369,079 ▲ 23,594

公共下水道事業分 343,886 367,403 ▲ 23,517

個別排水処理施設事業分 1,599 1,676 ▲ 77

1,558,534 1,564,957 ▲ 6,423

区　　分

元金

利子

合　　計



●平成２９年度下水道事業会計予算総括表
（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 前年度増減

10,900 100 10,800

1,815,500 1,874,800 ▲ 59,300

706,681 700,113 6,568

使用料 619,141 614,968 4,173

処理料 25,894 25,652 242

他会計負担金 61,484 59,308 2,176

その他営業収益 162 185 ▲ 23

1,108,817 1,174,687 ▲ 65,870

他会計補助金 647,730 708,708 ▲ 60,978

長期前受金戻入 435,451 440,298 ▲ 4,847

その他営業外収益 25,633 25,678 ▲ 45

雑収益 3 3 0

2 0 2

1,804,600 1,874,700 ▲ 70,100

1,445,629 1,482,845 ▲ 37,216

管渠費 50,247 52,192 ▲ 1,945

処理場費 271,049 286,446 ▲ 15,397

排水設備促進費 342 341 1

し尿投入施設運転管理費 7,072 7,007 65

個別排水処理管理費 8,050 6,985 1,065

総係費 30,726 38,430 ▲ 7,704

職員給与費 62,012 69,226 ▲ 7,214

減価償却費 981,440 982,983 ▲ 1,543

資産減耗費 34,689 39,233 ▲ 4,544

その他営業費用 2 2 0

357,461 390,345 ▲ 32,884

支払利息 345,485 369,079 ▲ 23,594

消費税及び地方消費税 11,589 20,790 ▲ 9,201

雑支出 387 476 ▲ 89

10 10 0

1,500 1,500 0

▲ 613,700 ▲ 584,800 ▲ 28,900

1,089,800 1,198,600 ▲ 108,800

768,900 829,100 ▲ 60,200

8,851 13,910 ▲ 5,059

負担金 2,118 7,249 ▲ 5,131

分担金 579 637 ▲ 58

他会計負担金 6,154 6,024 130

312,049 355,590 ▲ 43,541

国庫補助金 154,158 202,700 ▲ 48,542

他会計補助金 157,891 152,890 5,001

1,703,500 1,783,400 ▲ 79,900

488,951 586,022 ▲ 97,071

管渠建設費 329,302 356,585 ▲ 27,283

処理場建設費 141,349 218,837 ▲ 77,488

個別排水処理施設整備費 18,300 10,600 7,700

1,213,049 1,195,878 17,171

1,500 1,500 0

負担金及び分担金

支出

建設改良費

予備費

補助金

企業債元金償還金

区　　分

収益的収支

収入

営業収益

営業外収益

特別利益

収入

企業債

支出

営業費用

営業外費用

資本的収支

特別損失

予備費



●平成２９年度下水道事業会計予定損益計算書
（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 前年度増減

658,902 652,661 6,241

使用料 573,280 569,416 3,864

処理料 23,976 23,752 224

他会計負担金 61,484 59,308 2,176

その他営業収益 162 185 ▲ 23

1,420,292 1,455,746 ▲ 35,454

管渠費 46,529 48,330 ▲ 1,801

処理場費 252,590 266,851 ▲ 14,261

排水設備促進費 326 325 1

し尿投入施設運転管理費 6,550 6,489 61

個別排水処理管理費 7,460 6,474 986

総係費 28,712 35,847 ▲ 7,135

職員給与費 61,994 69,212 ▲ 7,218

減価償却費 981,440 982,983 ▲ 1,543

資産減耗費 34,689 39,233 ▲ 4,544

その他営業費用 2 2 0

▲ 761,390 ▲ 803,085 41,695

1,108,817 1,174,687 ▲ 65,870

他会計補助金 647,730 708,708 ▲ 60,978

長期前受金戻入 435,451 440,298 ▲ 4,847

その他営業外収益 25,633 25,678 ▲ 45

雑収益 3 3 0

345,872 369,555 ▲ 23,683

支払利息 345,485 369,079 ▲ 23,594

雑支出 387 476 ▲ 89

762,945 805,132 ▲ 42,187

1,555 2,047 ▲ 492

2 0 2

10 10 0

1,500 1,500 0

47 537 ▲ 490

特別損失

予備費

当年度純利益

区　　分

営業収益

営業外収益

営業費用

営業利益

営業外利益

経常利益

営業外費用

特別利益

●一般会計負担金／補助金（繰入金）の状況
（単位：千円）

平成２９年度当初 平成２８年度当初 対前年度増減

854,837 909,816 ▲ 54,979

12,268 11,090 1,178

867,105 920,906 ▲ 53,801

区　　分

公共下水道事業分

個別排水処理施設事業分

合　　計


